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企業会計における負債概念
－デリバティブ負債の会計的理解を巡って－

田　口　聡　志

A Study on Liabilities
Satoshi Taguchi

　貸方の負債側をどのように捉えるかということは、デリバティブ会計を検討していく上で重要な問

題である。そこで本稿では、デリバティブ会計における負債を検討していく上での基本的方向性とい

うものを、会計構造的見地および会計測定的見地から、「＋／＋－型」という新たな概念を導入するこ

とで明らかにしたい。

The purpose of this study is to discuss the issues related to derivative liabilities.

デリバティブ負債、マイナスの資産、調達源泉、「＋／－型」、「＋／＋型」、「＋／＋－型」、オプショ

ン型デリバティブ

Ⅰ　はじめに

　デリバティブの会計を巡っては様々な見解が

挙げられているが（１）、特に貸方の負債側をどの

ように捉えるかということは、デリバティブ会

計を検討していく上で重要な問題である。そこ

で本稿では、田口［2001］［2002］［2003］［2004］

を承けるかたちで、デリバティブ会計（２）におけ

る負債（これを以下便宜的に、デリバティブ負

債と呼ぶ）を検討していく上での基本的方向性

というものを明らかにしたい。

　デリバティブ負債を検討していく上で重要な

論点はふたつある（３）。

　まずひとつは、会計構造との関係である。す

なわち、デリバティブ負債が、資本の調達源泉

やマイナスの資産といった伝統的な負債概念の

説明とどのように関係しているのかという問題

である。これをⅡで検討する。

　またいまひとつは、会計測定との関係である。

すなわち、これは前者のポイントと関連するが、

上述のような会計構造的視点からの負債概念の

説明が、デリバティブ負債の測定属性にどのよ

うに関係してくるのかという点である。これを

Ⅲで検討する。

　そしてそれらの整理を踏まえた上で、Ⅳでは

デリバティブ負債の基本的考え方ないしその整

理枠組を明らかにしていく。

Ⅱ　デリバティブ負債と会計構造との関係

　会計学上、負債概念の説明としては、伝統的

に大きくふたつの方向性が考えられる（４）。ひと
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つは、負債を、マイナスの資産と捉える見解で

ある。また、いまひとつは、負債を、資産とは

別個独立したプラスの概念と捉える見解である。

１　マイナスの資産としての負債概念

（「＋／－型」における負債概念）

　負債概念の説明方法のひとつの方向性は、負

債をマイナスの資産と捉えるものである。これ

は、貸借対照表上の借方側である資産をプラス

の概念と解した上で、貸方側の負債をそのマイ

ナス概念とするものである（便宜的にこの立場

を「＋／－型」と呼ぶ）。

　なお、この見解は、資産をどのように捉える

かということにより、更にいくつかの立場に分

けることが出来るかもしれない。例えば、資本

等式のように、借方の資産側を正の財産とする

のであれば、そのマイナスたる貸方の負債側は

負の財産ということになる（５）し、また、FASB

［1985］や IASC［1989］のように、借方の資産

側を正の経済的便益とするのであれば、そのマ

イナスたる貸方の負債側は負の経済的便益（経

済的負担）となる（６）。このように資産側の捉え

方（財産か経済的便益か）により、マイナスの

資産たる負債概念の中身も変わってくる（負の

財産か負の経済的便益か）し、またこのような

「中身の違い」も非常に重要ではあるのだが、こ

こでは当面の問題意識から、負債側をマイナス

の資産と捉えるという意味で、これらを同じも

のとして取り扱うことにする（７）。

２　プラス概念としての負債

（「＋／＋型」における負債概念）

　また、いまひとつは、負債を、資産とは別個

独立したプラスの概念と捉える見解である（便

宜的にこの立場を「＋／＋型」と呼ぶ）。

　これは例えば、貸借対照表等式（８）や企業資本

等式（９）のように、借方の資産側を企業資本の運

用形態（プラス）とした上で、貸方の負債側を

それとは別個独立した企業資本の調達源泉（プ

ラス）と捉える見解が該当する。

３　デリバティブ負債の考え方

　上記ふたつの方向性を踏まえた上で、そのよ

うな考え方とデリバティブ負債との関係を整理

してみよう。それを図に示したものが〈図表１〉

になる。

　すなわち、まず、（ａ）「＋／－型」において

は、貸方の負債概念は全てマイナスの資産とし

て位置付けられるため、デリバティブ負債につ

いても、マイナスの資産として位置付けられる

ことになる。また、（ｂ）「＋／＋型」において

は、貸方の負債概念は全て（プラスの）調達源

泉として位置付けられるため、デリバティブ負

債についても、（プラスの）調達源泉として位置

付けられることになる。
A

　このように伝統的には、貸方の負債概念を、全
A A A

てマイナスの資産もしくは全てプラスの調達源

泉と位置付けた上で、デリバティブ負債もそれ

に従い、マイナスの資産もしくはプラスの調達

源泉として説明するというかたちで議論が進め

られてきた。

図表1　負債概念に係るふたつの方向性とデリバティブ負債

（ａ）「＋／－型」

（ｂ）「＋／＋型」

負債概念の位置付け

全てマイナスの資産

全てプラスの調達源泉

デリバティブ負債の位置付け

マ イ ナ ス の 資 産

プ ラ ス の 調 達 源 泉



経営・情報研究No. ９（2005）

－ 71－

４　新たな見解の出現 －斎藤［1999］を参考に－

　しかしながら他方では、近年の金融負債の複

雑化を背景としてか、このような説明とはまた

違った説明体系を想定した研究も出現してきて

いる。例えば、斎藤［1999］は、貸方の負債概
A A A A

念を、全てマイナスの資産ないし全てプラスの
A A A

調達源泉として位置付けるのではなく、あるも
A A A A A A A

のはマイナスの資産として、またあるものはプ

ラスの調達源泉として位置付けている。つまり、

負債の全体像としてはマイナスの資産とプラス

の調達源泉とが併存する体系を想定しているの

である。

　この点について斎藤［1999］は次のように述
A A A A A A A A A A A

べている。すなわち、「金融負債が資金の調達と
A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A

運用のどちらのポジションなのかを本来は分け
A A A A A A A A

ておく必要がある。資金運用のポジションであ

れば、その負債は言わばマイナスの資産であり、

運用目的の金融資産と同じように時価で評価し

て損益を認識することになろう。それに対して、

事業資金を調達している負債の場合は、事業投

資と切り離して金融の成果だけを捉えても、お

かしな結果になりかねない。」（p. 174。但し傍点

は田口）

　もっともこのような体系が本当に理論的に成

立し得るのかについては今後検討する必要があ

る（この点については後述）し、また斎藤［1999］

の基本的発想と筆者の基本的発想が必ずしも合

致していない可能性もある（10）のだが、当面この

ような体系を「＋／＋－型」として位置付ける。

そして、この「＋／＋－型」を導入してデリバ

ティブ負債の問題を再整理すると〈図表２〉の

ようになろう。なお、（ｃ）「＋／＋－型」にお

けるデリバティブ負債については、後の会計測

定の問題と密接に関係しているので、ここでは

敢えて「？？」としておく。

Ⅲ　デリバティブ負債と会計測定との関係

１　デリバティブ負債の測定問題

　次に、Ⅱで検討した負債概念についての整理

枠組を踏まえた上で、デリバティブ負債の測定

問題を検討することにしたい。

　ここではまず、「＋／＋－型」における測定問

題を検討しよう。実は斎藤［1999］は、「＋／＋

－型」の測定属性としては、マイナスの資産で

あれば公正価値、調達源泉であれば『約定価額』

という整理を行っている。そしてこのような整

理からすると、「＋／＋－型」においては、デリ

バティブ負債はマイナスの資産として位置付け

られることになる。

　しかしながらここで注意したいのは、「＋／＋

－型」の考え方の背後には、次のようなふたつ

の発想がアプリオリに存在しているのかもしれ

ない、ということである。すなわち、①負債を

マイナスの資産と位置付けないと公正価値を取

り込むことが出来ない（調達源泉という位置付

けでは公正価値測定は不可能、すなわち、「調達

源泉＝『約定価額』測定」）という発想と、②マ

図表2　「＋／＋－型」を踏まえた再整理

デリバティブ負債の位置付け

マイナスの資産

プラスの調達源泉

？？

（ａ）「＋／－型」

（ｂ）「＋／＋型」

（ｃ） 「＋／＋－型」

負債概念の位置付け

全てマイナスの資産

全てプラスの調達源泉

あるものはマイナスの資産
あるものはプラスの調達源泉
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イナスの資産は公正価値とヨリなじむという発

想である。

　しかしながら、このような発想については問

題がないわけではない。例えば、万代［2000］は、

負債をマイナスの資産と位置付けても、プラス

の調達源泉と位置付けても、どちらでも公正価

値測定は可能であり、両者は割引率が違うだけ

に過ぎないと述べている（11）。また田口［2001］

［2002］においても、フォワード型のデリバティ

ブ負債をプラスの調達源泉として公正価値測定

する考え方が提示されている。

　よって、このように考えれば、調達源泉と位

置付けたからといって公正価値を取り込むこと

が出来ないとは決して言い切れないし、更にい

えば、「＋／＋－型」において、デリバティブ負

債はマイナスの資産として位置付けることが出

来るとも決して言い切れないのである（12）。

そこでここでは、「調達源泉＝『約定価額』（13）測

定」という先入視にとらわれることなく、これ

らの枠組をいま一度整理し直してみよう。

２　負債概念の位置付けとその測定問題との関
係整理

　ここで、負債概念の位置付けと測定の問題に

ついて整理してみよう。これらの負債概念の位

置付けと負債の測定問題との関係について、純

理論的にありうべき可能性をピックアップし、

そしてそれを図に纏めたものが〈図表３〉であ

る（14）。

　〈図表３〉に示されているとおり、負債概念の

位置付けと負債の測定属性との関係を整理して

みると、それは純理論的には大きく６つの見解

に分けることが出来る（ちなみに先の斎藤

［1999］は見解５ということになろう）。

　そして、ここで特に重要なポイントとなるの

は、負債概念の位置付けと負債の測定値の性質

とは、必ずしもリンクしていないということで

ある。すなわち、先に述べたような「調達源泉

＝『約定価額』測定」という先入視を取り払っ

てみると、例えば調達源泉という負債の位置付

けが『約定価額』だけでなく公正価値とも結び

付いており、実は、負債概念の位置付けと負債

の測定属性とは無関係であることが理解出来る。

図表３　負債概念の位置付けと測定問題の整理

負債の測定値の性質

全て『約定価額』（伝統的発想）

あるものは『約定価額』
あるものは公正価値

全て『約定価額』（伝統的発想）

あるものは『約定価額』
あるものは公正価値

マイナスの資産は公正価値
プラスの調達源泉は『約定価額』

マイナスの資産は『約定価額』または公正価値
プラスの調達源泉は『約定価額』または公正価値

見解１

見解２

見解３

見解４

見解５

見解６

負債概念の位置付け

全てマイナスの資産
（「＋／－型」）

全てプラスの調達源泉
（「＋／＋型」）

あるものはマイナスの資産
あるものはプラスの調達源泉
（「＋／＋－型」）
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　しかしながら、そうであれば今度は、負債概

念の位置付けというものの意義が分からなく

なってくる。すなわち、もし仮に負債概念の位

置付けと各測定属性とがリンクしたものである

なら、負債概念を調達源泉だとか、マイナスの

資産だとかいうかたちで位置付けることに意義

はあるだろう。しかしながら、負債概念の位置

付けと各測定属性とがリンクしていないのであ

れば、負債概念を調達源泉だとか、マイナスの

資産だとかいうかたちで位置付けることの意義

は、必ずしも明らかではない。負債概念を位置

付ける意義というものは、一体何処にあるのだ

ろうか。

３　負債概念位置付けの意義

　負債概念の位置付けと深く結び付いているの

は、実は、公正価値や原価といった各測定属性

ではなく、当該測定値が出口価格系統の値（負

債が解消される際の値。つまり、支出額系統）な

のかそれとも入口価格系統の値（負債が発生す

る際の値。つまり、収入額系統）なのかという

点である。

　すなわち、まず一方、負債をマイナスの資産

として位置付けるのであれば、当該負債は出口

価格系統の値（支出額系統）で測定されること

になる。また他方、負債をプラスの調達源泉と

して位置付けるのであれば、当該負債は入口価

格系統の値（収入額系統）で測定されることに

なる。このように、負債概念の位置付けは、そ
A A A A A

の測定値が大枠として出口価格系統なのか入口

価格系統なのかということと関係しているので

ある。つまり、負債概念の位置付けはそのよう
A A

な大枠を決めるだけであって、その具体的な測

定値の性質（『約定価額』か公正価値か）までを

も決するものではないし、また逆に言えば、そ

れを決するためには各測定対象の経済的特質に

まで遡った考察が必要となるということであろ

う。デリバティブ負債を検討する上ではこの点

にも注意する必要がある。

Ⅳ　デリバティブ負債検討の基本的方向性

　Ⅲまでは負債単独での議論を行ってきたが、

他方、全体の論理（15）の視点から負債の問題を考

えていくことも重要である。すなわち、貸借対

照表・損益計算書における他の項目との関係に

おいて、デリバティブ負債がどのように位置付

けられるのか検討することが重要となる。そこ

でⅣでは、１で資産との関係付けにおける整理

について、また２で資本項目ないし持分項目と

の関係も考慮に入れた整理について、それぞれ

簡単に触れた後、３で、今後のデリバティブ負

債検討の基本的方向性を提示することにしたい。

１　資産との関係付けにおける整理

～２タイプのデリバティブ負債～

　負債が貸借対照表の貸方項目であるいじょう、

借方側の資産との関係で負債を整理することも

重要である。そしてここでは、考察をさらに深

めるため、デリバティブを「フォワード型デリ

バティブ」と「オプション型デリバティブ」と

に分けて、この点について考えることにしよう。

そして、この分類のもとでは、デリバティブ負

債は大きく２つのタイプに分けることが出来る。

　ひとつは、先物契約、スワップ等のフォワー

ド型デリバティブにおけるデリバティブ負債で

ある。そしてこのタイプは更に、値洗基準・両

建法のもとでのデリバティブ負債と、値洗基準・

「純額法」（16）のもとでの（ポジションがマイナス

残になっているという意味での）デリバティブ

負債というふたつに細分類しうるが、一方、前

者は、デリバティブ資産に見合って計上される

こととなり、また他方、後者は、負債単独で計

上されることになる。



企業会計における負債概念

－ 74－

　またいまひとつは、オプション型デリバティ

ブにおけるデリバティブ負債である。これは、

例えば売建コール・オプションや売建プット・

オプションが挙げられよう。そしてこの場合は

負債側が単独で計上されることになる。以上の

ことを図に纏めると、〈図表４〉になる。

　そしてこのようなデリバティブ負債は、財務

諸表全体において、どのような位置付けのもの

として説明されるのであろうか。まず、フォ

ワード型デリバティブにおけるデリバティブ資

産とデリバティブ負債との関係を、値洗基準・

両建法を前提に（17）纏めたのが〈図表５〉である。

　この点については、先行研究（田口［2001］

［2002］）において既に考察がなされている。す

なわち、田口［2001］［2002］においては、見解

１と見解２とが比較検討され、結論的には見解

２が妥当であるとの仮説に行き着いた。その際

負債概念は、運用形態（デリバティブ資産）に

対する調達源泉（デリバティブ負債）として説

明された。筆者はもし仮に見解３を入れたとし

ても、フォワード型デリバティブについてはこ

のような理解が妥当であると考えるが、しかし

ながらいま一度、見解３をも見据えた上で、特

に負債側を再度検討し直す必要があるかもしれ

ない。

　次にオプション型デリバティブについて整理

したのが〈図表６〉である。

　ここで特に注目したいのは、売建コール・オ

プションもしくは売建プット・オプションのよ

うに、デリバティブ負債が単体で計上される場

図表５　フォワード型デリバティブ（値洗基準・両建法を前提にして）

見解１「＋／－型」

見解２「＋／＋型」

見解３「＋／＋－型」

デリバティブ資産

＋

＋

＋

デリバティブ負債

－

＋

＋ or －

図表４　デリバティブ負債の整理

オプション型デリバティブ

値洗基準・両建法におけるデリバティブ負債 資産と対になって計上

値洗基準・「純額法」におけるデリバティブ負債 負債単独で計上

負債単独で計上

フ ォ ワ ー ド 型
デ リ バ テ ィ ブ

図表６　オプション型デリバティブ

見解０
（どのタイプも
当てはまる）

見解１
「＋／－型」

見解２
「＋／＋型」

見解３
「＋／＋－型」

デリバティブ資産

＋
（買建コール／買建プット）

デリバティブ負債

－
（売建コール／売建プット）

＋
（売建コール／売建プット）

＋ or －
（売建コール／売建プット）
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合である（見解１～３）。フォワード型デリバ

ティブと異なり、デリバティブ負債が単体で計

上されるオプション型デリバティブの場合は、

それをどのように位置付けるかは非常に大きな

問題となろう。フォワード型同様、それを調達

源泉と位置付けるのか（見解２）、それともマイ

ナスの資産として位置付けるのか（見解１およ

び３）、理論的に大きな岐路となろう。またもし

仮に後者の立場をとるのであれば、フォワード

型デリバティブとの関係をどう捉えるのかも重

要な問題となる。

　なお、オプション型デリバティブについては、

売建コール・オプションを題材とした別稿を予

定しているが、ともあれ、これらの論点につい

ては今後検討を深めていく必要があろう。

２　資本項目ないし持分項目との関係も考慮に

入れた整理

　また、資本項目ないし持分項目との関係も考

慮に入れた整理というものも重要となろう。す

なわち、貸借対照表の貸方には、負債のほかに、

資本項目ないし持分項目というものも存在する

ので、負債概念を検討する際には、同じく貸方

に存在する資本項目ないし持分項目との関係に

ついても考慮に入れることがひとつ重要となる。

　これは例えば、貸方オプション、特にストッ

ク・オプションの会計（18）において重要となる。

すなわち、ストック・オプションの貸借対照表

能力を巡る先行研究においては、貸方に計上さ

れる未行使のストック・オプションについて、そ

の本質は負債なのか持分なのかという議論が数

多くなされている。負債項目と持分項目とが（同

じ貸方にあるにせよ）素性の異なるものである

という理解に立つのであれば、このような議論

は極めて重要かもしれない。例えば先の「＋／

－」型においては、一方、負債は資産のマイナ

ス概念として、また他方、持分概念は資産と負

債の差額概念として、それぞれ性質が異なるの

で、そのどちらに属するかということは重要な

論点となりうるだろう（19）（20）（21）。

３　デリバティブ負債検討の基本的方向性

～本稿の纏め～

　最後に、デリバティブ負債を検討する上での

基本的方向性をいくつか提示する。それを表に

纏めたものが〈図表７〉である。

　〈図表７〉に示されているとおり、デリバティ

ブ負債の問題は、特にオプション型（単体で負

債計上されるタイプ）のデリバティブについて

更なる検討が必要となるが、ここで注目したい

のは、見解３～５に示される「＋／＋－」型の

理解についてである。すなわち、ある負債は調

達源泉、またある負債はマイナスの資産という

場合、会計構造的にはどう説明されるのか、今

後明らかにしていく必要がある。例えば、それ

は会計構造的に首尾一貫した説明の放棄に繋

がっていく危険性をはらんでいるのか（見解

６）、それとも既存のある体系の中に組み込める

ものなのか（例えば「＋／＋型」の何らかの派

生型として理論的に成立し得るなのか）明らか

にする必要があろう。

　もし仮に後者であるならば（「＋／＋－型」が、

例えば「＋／＋型」たる企業資本等式を派生し

たかたちで理論的に正当化されるのであれば）（22）、

デリバティブ負債の問題を解決する上では、例

えば見解５がひとつ大きな鍵となるかもしれな

い（23）。
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〈記〉

　本稿は、田口聡志『デリバティブ会計の論理』

慶應義塾大学院商学研究科博士論文の第6章に、

大幅に加筆修正を加えたものである。なお、本

博士論文の作成にあたっては、笠井昭次先生

（現：慶應義塾大学名誉教授、芝浦工業大学院教

授）にひとかたならぬご指導を賜った。記して

感謝の意を表したい。
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先行研究を踏まえると妥当。
但し、オプション型のデリバティブについて更
なる検討が必要

同上。
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内在的コンシステンシーの放棄（理論の放棄）。
可能性としてはありえないわけではないが、本
稿の目指すところではない。

見解１

見解２

見解３

見解４

見解５

見解６

依拠する説明体系

「＋／－型」
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「＋／＋型」
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「＋／＋－型」

ひとつで説明できる
体系なし

デリバティブ負債の位置付け

マイナスの資産

プラスの調達源泉

プラスの調達源泉

マイナスの資産

フォワード型：調達源泉
オプション型：マイナスの資産

？
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素性は異なるものの、差額概念というものが曖昧

で明確でないいじょう、実は意味に乏しい議論な

のかもしれない。

（21）なお、会計構造を離れるならば、負債か資本かの問

題は、各種財務指標に大きく関係してくるという

意味において重要な問題といえる。

（22）もし仮に前者であるならば（「＋／＋－型」が理論

的に成立し得ないということであるならば）、先行

研究の示すとおり、見解２がデリバティブ会計の

問題を解き明かす鍵になるのかもしれない。

（23）なお、ここでのポイントは、「＋／＋－型」は、一

方「＋／＋型」の派生型として想定し得るが、他方

「＋／－型」の派生型としては想定し得ないのでは

ないかという点である。この点については今後の

検討課題としたいが、「＋／＋型」の運用と調達に

ついては、「プラスの運用とマイナスの運用、そし

てそれに対する調達」というかたちで、たとえマイ
A A A A A A A

ナスの資産が導入されようとも、会計構造的に閉
A A A A A A

じたかたちで体系化出来るように思われる（つま

りそもそも運用形態という概念が存在するから、

そのマイナスも比較的容易に想定しやすい）。しか

しながら、他方、「＋／－型」のプラス資産とマイ

ナス資産については、そこに運用形態がそもそも

存在しないため、運用形態を入れたかたちで「＋／
A A A A A

＋－型」に派生させることは（つまり、会計構造的
A A A A A A A A

に閉じたかたちで体系化することは）想定しにく

いように思われる。
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